
特別加入に関する変更届 当 SR ｾﾝﾀｰで取りまとめて提出します。 

＊代表者変更･業務内容変更・一部
．．

脱退・追加加入 

＊初めての特別加入、又は０人になっていた事業場にあらためて特別加入する場合には 

「変更届」ではなく「特別加入申請書」になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊変更届【一部脱退】は、速やかに提出して下さい。提出が遅くなると証明書類等の添付書類が必要に

なります。＊役員会議事録・登記簿謄本・健康保険資格喪失確認通知書・死亡届等のｺﾋﾟｰ等 

＊代表者が特別加入をしない場合には、「理由書」の添付が必要です。 
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特別加入者を追加したい場合。 
＊承認日にご注意ください。 

○
で
囲
む 

１
４
日
前
か
ら
提
出
可
能
で
す
。 

規
格
印
を
押
印
く
だ
さ
い
。 

一部の特別加入者が、退任・
退職し、特別加入の必要がな
くなった。 

事業主印を押

印ください。
（１枚提出です。） 

 



 

 

 

 

特別加入者の業務遂行性について 

○ 「特別加入申請書」に記載された所定労働時間内において、特別加入の申請にかかる

事業のためにする行為（事業主の立場において行う事業主本来の業務を除く。）及びこ

れに直接附帯する行為（生理的行為、準備・後始末行為等）を行う場合について認めら

れます。 

※ 事業主の立場において行う事業主本来の業務（法人等の執行機関として出席する

株主総会、役員会、事業主団体等の役員、構成員として出席する事業主団体の会議、

得意先の接待等）については業務遂行性が認められません。 

※ 経営、統括、管理、総括等の業務内容は、労働者と同等の業務と認められず承認

を受けることは出来ません。 

※ 建設の現場労災では、事務･営業･設計･経理等の事務所労災に該当する業務内容は

対象になりません。また、建設の事務所労災では、工事など建設にかかる業務は対

象になりません。 

○ 時間外労働については、当該事業場の労働者が時間外労働を行っている時間の範囲内

（準備･後始末行為を含む。）において業務遂行性が認めらます。 

○ 出張中において、当該事業の運営に直接必要な業務（事業主の立場において行う本来

の業務を除く。）については、労働者に準じて判断される。ただし、懇意的な行為、積

極的な私的行為等については認められません。 

特別加入者の業務起因性について 

○ 労働者の場合に準じて判断されます。 

通勤災害について 

○ 特別加入者も労災保険法上における通勤災害の保護の対象となります。 

所定労働時間について 

○ 法定労働時間（１日８時間、１週４０時間）を超えているものは、承認を受けること

が出来ません。 

 ※ 所定労働時間・休憩時間については、時間を明記してください。 

（例：9 時 00 分から 18 時 00 分 休憩 12 時 00 分から 13 時 00 分） 

○ フレックス制等、変形労働時間制を採用している場合には、協定書を添付しなければ

なりません。 

支給制限について 

○ 労働保険料を滞納している期間中に特別加入者が災害を受け、給付申請を行っても給

付が制限されます。 

 

 

特別加入者についての業務上外の認定は、「特別加入申請書」に記載された 

業務又は作業の内容、所定労働時間を基に判断されます。 


